岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 費 補 助 金 交 付 要綱 実施 細則 


(目的 ) 
第 1 この 細則 は 、 岩 手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ギ ロ エ ミッ ショ ン 推 進 事業 費 補助 金 交 付 要 綱 (以下 「 要 綱 」 
と いう 。) に 基づき 交付 する 補助 金 の 交付 等 に 関し 必要 な 事項 を 定め 、 当 該 補助 金 に 係る 事務 の 
適正 な 執行 を 図る こと を 目的 と する 。 




























































































(計画 書 の 提出 ) 
第 2 補助 金 の 交付 の 申請 を し よう と する 者 (以下 「 申 請 者 」 と いう 。) は 、 別表 1 に 掲げ る 書類 (以下 
[計画 書 等 」 と いう .) を 別に 定め る 日 まで で に 、 知 事 に 提出 する も の と する 。 






























































(計画 書 等 の 審査 及び 補助 事業 の 選考 ) 
第 3 知事 は 、 計 画 書 等 の 提出 が あっ た と き は 、 必 要 に 応じ て 現地 調査 を 行う も の と する 。 
2 第 2 の 規定 に より 提出 の あっ た 計画 書 等 の 審査 及び 補助 対象 事業 の 選考 (以下 「 選 考 等 」 と いう 。 
) は 、 次 の 者 が 行い 、 次 の 者 は 、 そ の 選考 等 の 結果 を 知事 に 報告 する も の と する 。 

(1) 要綱 第 2 第 5 号 か ら 第 9 号 に 規定 する 事業 

岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 審査 会 (以下 「 和 審査 会 」 と いう 。) 

(2) 要綱 第 2 第 10 与 及び 第 11 号 に 規定 する 事業 
審査 会 事務 局 
3 前 項 第 1 号 及び 第 2 号 に 掲げ る 者 は 、 必 要 に 応じ て 申請 者 に 説明 を 求め る こと が で きる 。 
4 審査 会 の 組織 及び 運営 に 関す る 事項 は 、 知 事 が 別に 定め る 。 
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(補助 金 の 交付 の 内 定 ) 
第 4 知事 は 、 第 3 第 2 項 の 報告 に 基づき 、 補 助 金 を 交付 すべ きも の と 認め た と き は 、 補 助 金 を 交付 し 
よう と する 計画 及び 交付 し よう と する 額 を 内 定 す る も の と する 。 
2 知事 は 、 前 項 の 場合 に お いて 必要 が ある と き は 、 当 該 計画 に 係る 事項 に つい て 条件 を 付 し て 内 定 す 
る こと が で きる 。 


































































































(内 定 の 通知 ) 
第 5 知事 は 、 第 4 第 1 項 に よる 内 定 を し た と き は 、 速 や か に その 内 容 及 び 条 件 を 付 し た 場合 は その 条 
件 を 申請 者 に 通知 する ほか 、 イ ンタ ーネット な ど を 通じ て 公表 する も の と する 。 
























































































































































(計画 書 等 の 取下げ ) 

第 6 申請 者 は 、 第 5 に よる 通知 を 受領 し た 場合 に お いて 、 当 該 通 知 に 係る 補助 金 交付 の 内 定 の 内 容 又 
は これ に 付 さ れ た 条件 に 不服 が ある と き は 、 知 事 が 定め る 期限 まで に 計画 書 等 を 取り 下げ る こと が で 
きる 。 

2 前 項 の 規定 に よる 計画 書 等 の 取下げ が あっ た と き は 、 当 該 計画 に 係る 補助 金 交 付 の 内 定 は 、 な か っ 























た も の と みな す 。 











(補助 金 の 交付 の 申請 
第 7 第 5 の 規定 に よる 補助 金 の 交付 の 内 定 を 受け た 申請 者 は 、 別 表 2 に 掲げ る 申請 書類 を 知事 に 提 上 
する も の と する 。 
(事業 の 実績 及び 征 正 の た め の 指 示 等 の 報告 ) 
第 8 知事 は 、 補 助 事業 の 事業 実績 及び 岩手 県 補助 金 交 付 規則 (昭和 32 年 岩手 県 規則 第 71 号 ) 第 14 条 第 
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第 9 






































1 項 の 規定 に よる 指示 の 内 容 及 び 同 条 第 2 項 の 規定 に よる 報告 に つい て 、 審 査 会 に 報告 する も の と す 





る 。 
































する も の と する 。 
2 知 
る 。 


























(発生 抑制 等 の 促進) 





(事業 実績 の 評価 ) 























審査 会 は 、 第 8 に 定め る 報告 に 基づき 、 補 助 事業 の 実績 に つい て 評価 し 、 そ の 結果 を 知事 に 報告 
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ほ は 、 前 項 の 評価 を 補助 事業 者 に 通知 する と と も に 、 申 請 者 と 別途 協議 の うえ 公表 する も の と す 




















第 10 補助 事業 者 は 、 補 助 事業 完了 後 も 産業 廃棄 物 等 の 発生 抑制 等 の 促進 に 努め な けれ ば な ら な い 。 




















2 補助 事業 者 は 、 補 助 


当該 年 度 終 了 後 30 









































事業 の 完了 し た 日 の 属す る 会 計 年 度 の 終了 後 2 年 間 及 び 5 年 経過 後に お いて 、 
日 以内 に 、 過 去 1 年 間 の 産業 廃棄 物 等 の 発生 抑制 等 の 実施 状況 に つい て 、 別 表 3 に 





























坦 げ る 報告 書 (以下 「 推 進 状 況 報告 書 」 と いう 。) に より 知事 に 報告 する も の と する 。 














3 補助 事業 者 は 、 推 進 状況 報告 書 に 係る 証拠 書類 を 当該 報告 に 係る 会 計 年 度 終了 後 、3 年 間 保存 する 








も の と する 。 
4 知 
と が で きる 。 












































ほ は 、 必 要 に 応じ て 、 補 助 事業 者 に 推進 状況 報告 書 に 係る 資料 の 提出 を 求め 、 現 地 調査 を 行う こ 

















5 知事 は 、 審 査 会 に 対し て 、 第 2 項 及 び 第 4 項 に よる 補助 事業 者 の 実施 状況 を 報告 する も の と する 。 














第 11 補助 ョ 











(取得 財産 の 管理 ) 
業者 は 、 補助 
ある 場合 、 取 得 財 産 管 理 台 















































業 に より 取得 し 、 又 は 効用 の 増加 し た 財産 (以下 「 取 得 財産 」 と いう 。) が 
長 (様式 第 14 号 ) を 備え 、 管 理 す る も の と する 。 



































2 補助 事業 者 は 、 補 助 



































ほ 業 が 完了 し た 後 も 取得 財産 を 善良 な る 管理 者 の 注意 を 持っ て 管理 する と と も 
































に 、 補 助 金 交 付 の 目的 に 従っ て その 効果 的 運用 を 図る も の と する 。 
3 補助 事業 者 は 、 次 の 各 号 に 掲げ る 取得 財産 を 補助 金 の 交付 目的 以外 の 目的 に 使用 し 、 譲 渡し 、 交 換 
し 、 貸 し 付け 、 又 は 担保 に 供し よう と する 場合 は 、 あ ら か じ め 、 岩 手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 




















推進 事業 財産 処分 承認 










































































請書 (様式 第 15 号 ) を 知事 に 提出 し 、 そ の 承認 を 受け る も の と する 。 た だ し 














、 補助 金 等 に 係る 予算 の 執行 の 適正 化 に 関す る 法律 (昭和 30 年 法律 第 179 号 ) 第 22 条 に 基づき 環境 大 臣 
が 別に 定め る 年 数 を 経過 し て いる 場合 は 、 こ の 限り で は な い 。 











(1) 不動 産 











(2) 取得 価格 又は 効 / 






































] の 増加 価格 が 50 万 円 以上 の 財産 



































4 知事 は 、 前 項 の 承認 に 係る 財産 を 処分 し た こと に より 補助 事業 者 に 収入 が あっ た と き は 、 当 該 補助 





















































事業 者 に 対し 、 そ の 収入 に 相 


グリ ー ン 購入 ) 








当 す る 額 の 全部 又は 一 部 を 納付 させ る こと が で きる も の と する 。 
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補助 事業 者 は 、 補 助 事 業 の 実施 に お いて 物品 等 を 調達 する 場合 は 、 知 事 が 認定 する 「 再 生 資 源 利 
県 グリ ー ン 購入 基本 方 針 」 に 基づく 環境 物品 等 の 調達 に 努め る も の と する 。 









































用 認定 製品 」 又 は 「 岩 


平成 27 年 4 月 1 


平成 27 年 4 月 3 














日 か ら 施行 する 。 


日 か ら 施行 する 。 














日 か ら 施行 する 。 


この 細則 は 、 令 和 4 年 3 月 31 日 か ら 施行 する 。 








別表 1 (第 2 関係 ) 











































































































































































































































































































































































































事業 区 分 提出 書類 及び 添付 書類 様式 
1 企業 内 ゼロ エミ ッ シ | ① 岩手 県 産業 ・ 地 域 ビ ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 基本 計画 書 | 様式 第 1 一 1 号 
ョ ン 推 進 事業 ② 事業 計画 書 様式 第 2 一 1 号 
③ 収支 予算 書 様式 第 3 一 1 号 
④ 産業 廃棄 物 等 の 発生 抑制 等 の 目標 及び 費用 対 効果 の 確 | 様式 第 4 号 
認 方 法 
⑤ 技術 導入 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 5 号 
⑥ 共同 研究 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 6 号 
⑦ 市 場 形 成 調査 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 7 号 
⑧ 経営 状況 表 様式 第 8 号 
⑨ 経営 計画 及び 資金 計画 様式 第 9 号 
リサ イク ル 製 品 の 販売 計画 (該当 が ある 場合 の み ) 様式 第 10 号 
⑪ 直近 3 期 分 の 財務 諸表 (貸借 対照 表 、 損 益 計 算 書 等 ) 
(個人 の 場合 は 青色 申告 書 の 写し ) 
⑫ 法人 の 場合 は 定款 及び 登記 科 騰 本 、 個人 の 場合 は 住民 票 






































⑬ 納税 証明 書 (法人 の 場合 は 直近 1 期 分 の 法人 県 民 税 及 び 
法人 事業 税 、 個 人 の 場合 は 直近 1 年 分 の 個人 事業 税 ) 














































































































































































































































































































⑭ 会 社 案内 等 の パン フレ ッ ト 
⑮ その 他 知 事 が 必要 と 認め る 書類 
2 地域 ・ 企 業 間 ゼ ロ エ | ① 岩手 県 産業 ・ 地 域 ピ ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 基本 計画 書 | 様式 第 ユー 2 号 
ミッ ショ ン 推 進 事業 | ② 事業 計画 書 様式 第 2 一 2 号 
③ 収支 予算 書 様式 第 3 一 1 号 
④ 産業 廃棄 物 等 の 発生 抑制 等 の 目標 及び 費用 対 効果 の 確 | 様式 第 4 号 
認 方 法 
⑤ 技術 導入 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 5 号 
⑥ 共同 研究 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 6 号 
⑦ 市 場 形 成 調査 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 7 号 
⑧ 経営 状況 表 様式 第 8 号 
⑨ 経営 計画 及び 資金 計画 様式 第 9 号 
リサ イク ル 製 品 の 販売 計画 (該当 が ある 場合 の み ) 様式 第 10 号 
⑪ ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 計画 書 





























a 





⑫ 地域 ・ 企 業 間 ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 

業者 間 の 協定 書 、 碑 約 書 、 確 認 書 等 
⑬ 直近 3 期 分 の 財務 諸表 (貸借 対照 表 、 損 益 計算 書 等 ) 
(個人 の 場合 は 青色 申告 書 の 写し ) 
法人 の 場合 は 定款 及び 飼 記 簿 膳 本 、 個人 の 場合 は 住民 票 





ほ 業 の 実施 に 係る 
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⑮ 納税 証明 書 (法人 の 場合 は 直近 1 期 分 の 法人 県 民 税 及 び 

















法人 事業 税 、 個 人 の 場合 は 直近 1 年 分 の 個人 

















ほ 業 税 ) 





































































































































































































































































































































































































⑯ 会 社 案内 等 の パン フレ ッ ト 
⑰ その 他 知 事 が 必要 と 認め る 書類 
3 廃棄 物 発生 抑制 等 技 | ① 岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事 業 基本 計画 書 | 様式 第 1 一 3 号 
術 研究 開発 推進 事業 ② 事業 計画 書 様式 第 2 一 3 号 
③ 収支 予算 書 様式 第 3 一 1 号 
④ 技術 導入 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 5 号 
⑤ 共同 研究 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 6 号 
⑥ 市 場 形成 調査 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 7 号 
⑦ 経営 状況 表 様式 第 8 号 
⑧ 経営 計画 及び 資金 計画 様式 第 9 号 
⑨ 特許 検索 結果 等 資料 
⑩ 直近 3 期 分 の 財務 諸表 (貸借 対照 表 、 損 益 計算 書 等 ) 
(個人 の 場合 は 青色 申告 書 の 写し ) 
⑪ 法人 の 場合 は 定款 及び 登記 科 騰 本 、 個人 の 場合 は 住民 票 
抄本 
⑫ 納税 証明 書 (法人 の 場合 は 直近 1 期 分 の 法人 県 民 税 及び 











法人 事業 税 、 個 人 の 場合 は 直近 1 年 分 の 個人 














『 業 税 ) 






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































⑬ 会 社 案内 等 の パン フレ ッ ト 
⑭ 事業 者 間 の 協定 書 、 碑 約 書 、 確 認 書 等 (共同 体 方 式 で 実 
施す る 場合 の み ) 
⑮ その 他 知 事 が 必要 と 認め る 書類 
4 廃棄 物 利 用 製品 開発 | ① 岩手 県 産業 ・ 地 域 ギ ゼロエミッショ ン 推 進 事業 基本 計画 書 | 様式 第 1 一 4 号 
推進 事業 ② 事業 計画 書 様式 第 2 一 4 号 
③ 収支 予算 書 様式 第 3 一 1 号 
④ 技術 導入 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 5 号 
⑤ 共同 研究 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 6 号 
⑥ 市 場 形成 調査 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 7 呈 
⑦ 経営 状況 表 様式 第 8 号 
⑧ 経営 計画 及び 資金 計画 様式 第 9 号 
⑨ 他 事 業者 に よる 類似 製品 開発 の 状況 
⑩ 直近 3 期 分 の 財務 諾 表 (貸借 対照 表 、 損 益 計算 書 等 ) 
(個人 の 場合 は 青色 申告 書 の 写し ) 
⑪ 法人 の 場合 は 定款 及び 登記 簿 騰 本 、 個人 の 場合 は 住民 票 
抄本 
⑫ 納税 証明 書 (法人 の 場合 は 直近 1 期 分 の 法人 県 民 税 及 び 
法人 事業 税 、 個 人 の 場合 は 直近 1 年 分 の 個人 事業 税 ) 
⑬ 会 社 案内 等 の パン フレ ッ ト 
その 他 知 事 が 必要 と 認め る 書類 
5 廃棄 物 利用 製品 製造 | ① 岩手 県 産業 ・ 地 域 ピ ゼロエミッショ ン 推 進 事業 基本 計画 書 | 様式 第 1ー5 号 
推進 事業 ② 事業 計画 書 様式 第 2 一 5 号 
③ 収支 予算 書 様式 第 3 一 1 号 
④ 
































産業 廃棄 物 等 の 発生 抑制 等 の 目標 及び 費 














] 対 効果 の 確 

















[WN 


認 方 法 





様式 第 4 号 








































































































































































































(個人 の 場合 は 青色 申告 書 の 写し ) 
法人 の 場合 は 定款 及び 登記 簿 騰 本 、 個人 の 場合 は 住民 票 





























⑤ 技術 導入 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 5 号 
⑥ 共同 研究 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 6 号 
⑦ 市 場 形成 調査 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 7 号 
⑧ 経営 状況 表 様式 第 8 号 
⑨ 経営 計画 及び 資金 計画 様式 第 9 号 
⑩ リサ イク ル 製 品 の 販売 計画 様式 第 10 呈 
⑪ 他 事 業者 に よる 類似 製品 開発 の 状況 

⑫ 直近 3 期 分 の 財務 諸表 (貸借 対照 表 、 損 益 計算 書 等 ) 

⑬ 
































⑭ 納税 証明 書 (法人 の 場合 は 直近 1 期 分 の 法人 県 民 税 及 び 
法人 事業 税 、 個 人 の 場合 は 直近 1 年 分 の 個人 事業 税 ) 



























































































































































































































































































































































⑬ 会 社 案内 等 の パン フレ ッ ト 
⑯ その 他 知 事 が 必要 と 認め る 書類 
6 ゼロ エミ ッ シ ョ ン 普 | ① 岩手 県 産業 ・ 地 域 ピ ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 基本 計画 書 | 様式 第 1 一 6 号 
及 促進 事業 ② 事業 計画 書 様式 第 2 一 6 号 
③ 収支 予算 書 様式 第 3 一 2 号 
④ 産業 廃棄 物 等 の 発生 抑制 等 の 目標 及び 費用 対 効果 の 確 | 様式 第 4 号 
認 方 法 
⑤ 市 場 形成 調査 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 7 号 
⑥ 経営 状況 表 様式 第 8 号 
⑦ 経営 計画 及び 資金 計画 様式 第 9 号 
⑧ リサ イク ル 製 品 の 販売 計画 (該当 が ある 場合 の み ) 様式 第 10 号 
⑲ 産業 廃棄 物 等 の 減量 化 ・ 資 源 化 計画 様式 第 11 号 
⑩ 直近 3 期 分 の 財務 諸表 (貸借 対照 表 、 損 益 計算 書 等 ) 
(個人 の 場合 は 青色 申告 書 の 写し ) 












































法人 の 場合 は 定款 及び 竜 記 短 騰 本 、 個人 の 場合 は 住民 票 


(ご) 






































⑫ 納税 証明 書 (法人 の 場合 は 直近 1 期 分 の 法人 県 民 税 及 び 
法人 事業 税 、 個 人 の 場合 は 直近 1 年 分 の 個人 事業 税 ) 





























































































































































































































⑬ 会 社 案内 等 の パン フレ ッ ト 

⑭ 導入 予定 の 設備 ・ 技 術 に 関す る パン フレ ッ ト 

⑮ その 他 知 事 が 必要 と 認め る 書類 
7 環境 産業 育成 支援 事 | ① 岩手 県 産業 ・ 地 域 ビ ゼロエミッショ ン 推 進 事 業 基 本 計画 書 | 様式 第 1ー 7 号 
業 ② 事業 計画 書 様式 第 2ー7 号 

③ 収支 予算 書 様式 第 3 一 3 号 

④ 経営 状況 表 様式 第 8 号 

⑤ 経営 計画 及び 資金 計画 様式 第 9 号 

⑥ リサ イク ル 製 品 の 販売 計画 様式 第 10 号 

@⑦ アド バイ ザー 派遣 受入 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み | 様式 第 12 号 

) 
⑧ 直近 3 期 分 の 財務 諸表 (貸借 対照 表 、 損 益 計算 書 等 ) 































































































ーー 


個人 の 場合 は 青色 申告 書 の 写し ) 
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⑨ 法人 の 場合 は 定款 及び 疹 記 簿 膳 本 、 個人 の 場合 は 住民 
































納税 証明 書 (法人 の 場合 は 直近 1 期 分 の 法人 県 民 税 及び 
法人 事業 税 、 個 人 の 場合 は 直近 1 年 分 の 個人 事業 税 ) 

会 社 案 内 、 取 扱 製品 等 の パン フレ ッ ト 

その 他 知 事 が 必要 と 認め る 書類 






































⑤ @ 











別表 2 (第 7 関係 ) 











事業 区 分 提出 書類 及び 添付 書類 様式 
























































































































































1 企業 内 ゼロ エミ ッ シ 岩手 県 産業 ・ 地 域 ビ ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 費 補助 金 交 | 要綱 様式 第 1 号 
ョ ン 推 進 事業 付 申請 書 
業 計画 書 様式 第 2 一 1 号 
支 予 算 書 様式 第 3 一 1 号 
技術 導入 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 5 号 
ド 同 研究 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 6 号 
市 場 形成 調査 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 7 号 















































その 他 知 事 が 必要 と 認め る 書類 


























E 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 費 補助 金 交 | 要綱 様式 第 1 号 








2 地域 ・ 企 業 間 ゼロ エ 
ミッ ショ ン 推 進 事業 


























エ 


制 吾 王 
5 7 漆 
鶴 国 

上 





uk mn 
本 
F 陽 











様式 第 2ー2 号 
様式 第 3ー1 号 
計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 5 号 

か 























支 巴 


























計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 6 号 
市 場 形成 調査 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 7 号 
その 他 知 事 が 必要 と 認め る 書類 













































































E 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 費 補助 金 交 | 要綱 様式 第 1 号 








3 廃棄 物 発生 抑制 等 技 
術 研究 開発 推進 事業 


























華 











uk mn 
a 
UL 
F 中 




















様式 第 2 一 3 号 










































































支 予 算 書 様式 第 3 一 1 号 
技術 導入 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 5 号 

ょ 同 研究 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 6 号 
市 場 形成 調査 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 7 号 


























の 他 知 事 が 必要 と 認め る 書類 












































E 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 費 補助 金 交 | 要綱 様式 第 1 号 
































4 廃棄 物 利 用 製品 開発 


推進 事業 





締 中 
MM 











工 
記 芋 貴 | 


































































































業 計画 書 様式 第 2ー4 号 
必 支 予算 書 様式 第 3 一 1 号 
技術 導入 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 5 号 
ト 同 研究 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 6 号 
市 場 形成 調査 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 7 号 





























事 が 必要 と 認め る 書類 




















NE | ポポ 
3 
[ き 
党 


uy 




















県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ ェ エ ミッ ショ イン 推進 事業 費 補 助 金 交 | 要綱 様式 第 1 号 



































5 廃棄 物 利用 製品 製造 


推進 事業 


























二 

Tm 
E 展 Hl 
1 現 








UI 
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事業 計画 様式 第 2 5 号 
支 予 算 書 様式 第 8 一 1 号 







































































































































































































































































































































































④ 技術 導入 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 5 号 
⑤ 共同 研究 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 6 号 
⑥ 市 場 形成 調査 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 7 号 
⑦ その 他 知 事 が 必要 と 認め る 書類 
6 ゼロ エミ ッ シ ョ ン 普 | ① 岩手 県 産業 ・ 地 域 ギ ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 費 補助 金 交 | 要綱 様式 第 1 号 
及 促進 事業 付 申請 書 
② 事業 計画 書 様式 第 2 一 6 号 
③ 収支 予算 書 様式 第 3 一 2 号 
④ 市 場 形成 調査 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み ) 様式 第 7 号 
⑤ その 他 知 事 が 必要 と 認め る 書類 
7 環境 産業 育成 支援 事 | ① 岩手 県 産業 ・ 地 域 ビ ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 事業 費 補助 金 交 | 要綱 様式 第 1 号 
業 付 申請 書 
② 事業 計画 書 様式 第 2 一 7 号 
③ 収支 予算 書 様式 第 3 一 3 号 
@④ アド バイ ザー 派遣 受入 計画 書 (該当 経費 が ある 場合 の み | 様式 第 12 号 
⑤ 














その 他 知 事 が 必要 と 認め る 書類 














別表 3 (第 10 第 2 項 関係 ) 












































































































































































































































































































































































































































事業 区 分 提出 書類 及び 添付 書類 様式 
1 企業 内 ゼロ エミ ッ シ | 岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ セロ ョ エミッション 推進 状況 報告 書 様式 第 13 一 1 号 
ョ ン 推 進 事業 
2 地域 ・ 企 業 間 ゼロ エ | 岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 状況 報告 書 様式 第 13 一 2 号 
ミッ ショ ン 推 進 事業 
3 廃棄 物 発生 抑制 等 技 | 岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 状況 報告 書 様式 第 13 一 3 号 
術 研究 開発 推進 事業 
4 廃棄 物 利用 製品 開発 | 岩手 県 産業 ・ 地 域 ピ ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 状況 報告 書 様式 第 13 一 4 号 
推進 事業 
5 廃棄 物 利 用 製品 製造 | 岩手 県 産業 ・ 地 域 ピ ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 状況 報告 書 様式 第 13 一 5 号 
推進 事業 
6 ゼロ エミ ッ シ ョ ン 普 | 岩手 県 産業 ・ 地 域 ギ ゼロ エミ ッ シ ョ ン 推 進 状況 報告 書 様式 第 13 一 6 号 
及 促進 事業 
7 環境 産業 育成 支援 事 | 岩手 県 産業 ・ 地 域 ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 推 進 状況 報告 書 様式 第 13 一 7 号 
業 

















